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新聞業界における情報流通の
健全性確保に関する取り組み

一般社団法人日本新聞協会

総務省
デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会
第12回・WG第7回合同会合（2024.3.15）
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題
を指摘

３．ニュースリテラシー教育

４．その他
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

➢ 記者など「編集部門」の人材は全国で約2万人（#）

➢ デスク、校閲など社内に何重ものチェック体制を構築

➢ 編集綱領や記者行動規範などを定め、倫理向上に努める

（#）2023年4月現在、1万7,877人。
https://www.pressnet.or.jp/data/employment/em

ployment02.php

https://www.pressnet.or.jp/data/employment/employment02.php
https://www.pressnet.or.jp/data/employment/employment02.php
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

倫理向上のための取り組み

日本新聞協会「新聞倫理綱領」
https://www.pressnet.or.jp/outline/ethics/

https://www.pressnet.or.jp/outline/ethics/
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

倫理実践のための取り組み

➢ 社内研修体制の整備

OJTや業務経験に応じた社内研修プログラム、報道の公共性や公益性に

対する理解を高める取り組みも

➢ 第三者委員会の設置

有識者などのメンバーが報道や紙面を検証し、提言。名誉棄損やプライ

バシー侵害などへの救済機能を持つケースも。39社が45組織を設置

（23年5月現在、日本新聞協会調べ）

➢ 実名報道の考え方やメディアスクラムの問題について、

新聞協会内でも議論



6

１．取材した情報を自ら検証し、発信

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題
を指摘

３．ニュースリテラシー教育

４．その他
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２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

検証記事の例①（全国紙）

読売新聞オンライン
https://www.yomiuri.co.jp/national/20221003-OYT1T50154/

毎日新聞デジタル（画像の一部を加工しています）
https://mainichi.jp/articles/20230624/k00/00m/040/093000c

https://www.yomiuri.co.jp/national/20221003-OYT1T50154/
https://mainichi.jp/articles/20230624/k00/00m/040/093000c
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琉球新報デジタル
https://ryukyushimpo.jp/tag/%E3%83%95%E3%82%A1%

E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%81%E3%82%A7%E3

%83%83%E3%82%AF

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

検証記事の例②（地方紙）

https://ryukyushimpo.jp/tag/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%83%E3%82%AF
https://ryukyushimpo.jp/tag/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%83%E3%82%AF
https://ryukyushimpo.jp/tag/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AF%E3%83%88%E3%83%81%E3%82%A7%E3%83%83%E3%82%AF
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検証記事の例③（新型コロナ関連）

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

徳島新聞デジタル版 https://www.topics.or.jp/articles/-/319639

西日本新聞me

https://www.nishinippon.co.jp/item/n/587598/

https://www.topics.or.jp/articles/-/319639
https://www.nishinippon.co.jp/item/n/587598/
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検証記事の例④（新型コロナ関連）

河北新報オンライン
https://kahoku.news/articles/20210706khn000040.html

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

高知新聞PLUS

https://www.kochinews.co.jp/article/detail/379308

https://kahoku.news/articles/20210706khn000040.html
https://www.kochinews.co.jp/article/detail/379308
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朝日新聞 読売新聞

毎日新聞

デジタル社会の課題を指摘する報道

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

日本経済新聞
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能登半島地震

日本新聞協会調べ

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

➢ 地元新聞社が取材・報道を継続し、号外や避難所への配達などを

行い、被災者に必要な情報を届ける

➢ 全国紙や他地域の地方紙も記者を派遣したり、支局や臨時拠点を

設置したりするなど、被害の実情を発信

➢ デジタル展開では発災直後、ペイウオールを外す取り組みも

「被災状況マップ」や記者による動画解説など、デジタル技術を

活用した動きも

➢ デマの拡散などデジタル時代の情報空間の課題を指摘する報道も
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能登半島地震

朝日新聞デジタル
https://www.asahi.com/articles/DA3S15871191.html

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題を指摘

読売新聞 令和6年能登半島地震被災状況マップ
https://www.yomiuri.co.jp/topics/noto-earthquake-ituation-map

https://www.asahi.com/articles/DA3S15871191.html
https://www.yomiuri.co.jp/topics/noto-earthquake-situation-map
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題
を指摘

３．ニュースリテラシー教育

４．その他
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日本新聞協会 NIE 教育に新聞を https://nie.jp/demae/

同左 https://nie.jp/teacher/3.html

NIE（Newspaper In Education）活動を展開

３．ニュースリテラシー教育

https://nie.jp/demae/
https://nie.jp/teacher/3.html
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３．ニュースリテラシー教育

産経ニュース
https://www.sankei.com/nie/

神戸新聞NIE

http://www8.kobe-np.co.jp/nie/

新聞社も記者派遣や教材を提供

https://www.sankei.com/nie/
http://www8.kobe-np.co.jp/nie/
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３．ニュースリテラシー教育

東京新聞TOKYO Web

https://www.tokyo-np.co.jp/article/298196
北海道新聞NIE

https://nie.hokkaido-np.co.jp/article/23918/

デジタル社会でのニュースリテラシーもテーマに

https://www.tokyo-np.co.jp/article/298196
https://nie.hokkaido-np.co.jp/article/23918/
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偽情報・誤情報に関して、特に注意すべき分野

a. 選挙 （投票行動を歪める恐れ）

b. 安全保障分野 （大衆心理を煽動しやすく）

c. 教育

※生成AIの普及で、懸念は一段と強まる

⇒ニュースリテラシー教育がさらに重要に

３．ニュースリテラシー教育
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１．取材した情報を自ら検証し、発信

２．不確かな情報の真偽検証・情報空間の課題
を指摘

３．ニュースリテラシー教育

４．その他
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OP＝オリジネーター・プロファイル

ネット上で発信された記事や広告に、
第三者機関が認証した発信者情報を
電子的に付与し、利用者が信頼性を
確認できるようにする技術。2022年
末に「OP技術研究組合」が設立され
た。実証実験中で、2025年の実用化
を目指している。

読売新聞
2023年4月27日朝刊より引用

https://originator-profile.org/ja-JP/

４．その他

※慶応義塾大学、新聞社の一部、広告会社、
プラットフォーマー等が参加

情報・広告に信頼性を付与する仕組み＝OP

https://originator-profile.org/ja-JP/
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①OPボタンを
クリック

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組
織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, 
Japanこの組織は第三者認証を受けていま
す

JICDAQ（デジタル広告品質認証機

構）

無効トラフィック対策[有効期限
内 ]

ブランドセーフティ[有効期限内]

この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞詳細情報を見る

Originator Profile

ABC社

XYZ

大手町
カンパニー

Originator: コンテンツを発行した組織

読売新聞東京本社
The Yomiuri Shimbun

Address: 所在地
東京都千代田区大手町1-7-1
1-7-1, Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo, Japan

この組織は第三者認証を受けています

JICDAQ（デジタル広告品質認証機構）

無効トラフィック対策 [有効期限内]

ブランドセーフティ [有効期限内]

この組織は団体に所属しています

日本新聞協会

認証機関

所属団体

＞ 詳細情報を見る

②オリジネーター（コンテンツ発信
者）情報が表示される。
メディアの場合は掲載された広告主
の情報も表示される。

OP技術がブラウザに標準搭載（もしくは拡張機能として搭載）された場合のイメージ

４．その他

ポイント①：
ブラウザ上でコンテンツ発信者を把握可能

情報・広告に信頼性を付与する仕組み＝OP
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４．その他

ポイント②：
コンテンツ・広告流通にOPが付いて回る

コンテンツ発信者の証明が、コンテンツがシェアされてもついて回ります。インターネット
ユーザーは、どのメディアが出した情報なのか確認することができます。

拡散しよう

フェイクニュース
を流そう

感染者が徐々に減ってきたな

東京都で新たに１００万人コロナ感染・・・全国的に
感染大爆発 読売が発出した

証拠がつかない

※ X社などSNS各社の協力が前提です

※ 配信先企業の協力が前提です

読売OP

※ 現時点の想定です

SNS

SNS

情報・広告に信頼性を付与する仕組み＝OP
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